
模範定款例について  

（注）この模範定款例は、関係者の準備に資するため、現時点 での案を提示したものであり、今後変更がありえる。   



○ 消費生活協同組合模範定款例比較表  
（傍線の部分は改正部分）  

改正案   現行   備考   

厚生省 発社接発第 4 号   厚生省発社援発 第 4 号  
平 成1 2 年1月 7 日   平 成1 2 年1月 7 日   

－一部改正年生芳1‡東社桂芸1216003号   一部改正卜巨＝＝＝＝＝‖1216003号   

平成14 年12 月16 日   平成14 年12 月16 日   

ーー部改正匿生労l毛豪社揉蔓0331017号   一部改正卜巨打＝‖＝＝‖＝＝＝＝017号   

平成18 年 3 月 31日   平 成18 年 3 月 31日   

－一部改正匪隻労鴨名乗杜佳妄0501DOl号   一部改正ト＝＝＝‖＝‖‖＝＝＝10Dl号   

平成18年5月1日  平成18年5月1日  
一一部改正厚生労l名乗社援言  ち  

平成 年月日  

生活協同組合模範定款例  消費生活協同組合模範定款例   

（消費）生活協同組合定款   00（消茸）生活協同組合定款   

目次  日次   

：第1条一業5粂）   第1章 総則（第1条一策5粂）   

L及び出資金（第6条一葉19条）  第2手 織合且及び出資金（第6条一貫19条）   

し（第20条一差A旦＿墓）   第3章 役職鼻（第20条一基＿旦＿＿旦＿＿条）   

：会及び）総会（第45粂一業60  

皇）  

〉執行（第61条一業62粂）   第5章事業の執行（富58条∵一案59条）   

（電63灸一笛7 5粂）   第6手 鑑及（笛60条一笛72粂）   

（第7 6条一芙7 7条）   第7章 解散（第7 3条一第7 5条）   

（篭7 8条一貫80粂）   第8章雑則（鷺76条一隻78条）  

附則  

第1章 総則  

（目的〉  

第1条 この消老生活協同組合（以下「組合」と   

いう。）は、協同互助の精神に基づき、組合員   

の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目   

的とする。  

（名称）  

第2条 この組合は、00（消費）（丑〉生活協同組   

合という。   

（注）組合の名称として「消費生活」という文  

字を使用する組合にあっては「消費生活協同  

組合」と、「消費生活」という文字でなく「  

生活」という文字を使用する組合にあっては  

「生活協同組合」と規定するものである。  

第1章 総則  

（目的）  

第1粂 この消費生活協同組合（以下「組合」と   

いう。）は、協同互助の精神に基づき、組合員   

の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目   

的とする。  

（名称）  

第2条 この組合は、00（消費）′ユ，生活協同組   

合という。   

（注）組合の名称として「消費生活」という文   

字を使用する組合にあっては「消費生活協同組   

合」と、「消費生活」という文字でなく「生活   

」という文字を使用する組合にあっては「生活   

協同組合」と規定するものである。  

（事業）  

第3条 この組合は、第1条の目的を達成するた   

め、次の事業を行う。（ユ｝，   

（1）組合員の生活に必要な物資を購入し（、  

これに加工し又は生産し）て組合員に供給す  

る事業   

（2）組合員の生活に有用な協同施設（第5号  

に掲げるものを除く。）を設置し、組合員に  

利用させる事業   

（3）組合艮の生活の改善及び文化の向上を図  

る事集   

（4）組合員の生活の共済を図る事業＝1）＝   

（5）組合員の保健医療の向上及び福祉の増塵  

を図る事業一点」こ  

（事業）  

第3条 この組合は、第1条の目的を達成するた   

め、次の事業を行う。（1〉   

（1）組合員の生活に必要な物資を購入し（、  

これに加工し又は生産し）て組合員に供給す  

る事業   

（2）組合鼻の生活に有用な協同施設（第5号  

及び第6号に掲げるものを除く。）を設置  

し、組合旦に利用させる事業   

（3）組合員の生活の改善及び文化の向上を図  

る事業   

（4）組合員の生活の共済を図る事業l．ま】⊇   

（5）組合員に対する医療に関する諷簑・l，ユ  

（6）高齢者、脚  

あって組合艮に利用させるもの（＝  

改正生協法第10条   
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（7）組合員及び組合従業Åの組合事業に関す   

る知識の向上を図る事業t址〉．  

（8）前各号の事業に附帯する事業は＝t注＝  

（注）1 本条中第1号から第旦号までは、現   

に組合が行っているもの及び行おうとしてい   

る事業を規定するものである。  

（注）2 共済事業の受託事業のみを行う組合   

においても本号を規定し、箕66粂に「第3   

条第4号に規定する場合員の生活の共済を図   

る事業は、00生活協同租合連合会が行う0   

0共済事業の受！モ共済事業とする。」という   

ように規定するものである。また．本号の暮   

集のうち．共∋斉暮集（法篇10粂宅2環に趨   

定するものをいう．以下同じ．）又は受託共   

済暮集（法貨10粂篇2項に規定するものを   

いう．以下同じ．）を行う組 合で保険代理に   

関する書生を行うl■合 には別号として「保険   

代理に出する■舅＝ と規定する必事がある．  

（注）3 本号に規定する事♯のうち、事業の   

実施に当たり行政庁の指定、委託又は許可を   

受ける必辛がある専行政庁の朋与する側面が   

強い事業については、行政庁関係部局と十分   

打ち合わせを行うことが必要とされるもので   

ある。  

（6）組合員及び組合従業員の組合事業に関す   

る知識の向上を図る事業ほ＝  

（7）前各号の事業に附帯する事業は＝  

（注）1 本条中幕1号から第旦号までは、現   

に組合が行っているもの及び行おうとしてい   

る専業を規定するものである。  

（注）2 共済事業の受託事業のみを行う組合   

においても本号を規定し、…に「第3   

粂第4号に規定する組合員の生活の共演を回   

る事業は、00生活協同組合連合会が行う0   

0共済事業の受托共済事業とする。」という   

ように規定するものである。  

（注）3 大奥中篇5与は＿ 法鷺10奥義1痛   

手2号に基づく書生であるが．大暑暮tを現   

に行い及び行おうとしている組合は＿ 鷺2早   

から明確に区分L．太与のように規定するも   

のである。   

なお、本号に規定する事業のうち、事業の実   

地に当たり行政庁の指定、幸耗又は許可を受   

ける必賽がある専行政庁の開与する側面が強   

い事暮については、行政庁関係部局と十分打   

ち合わせを行うことが必事とされるものであ   

る．  

（注）4 本書集は、法書51奥義ヰⅠ一に規定   

するように、毎事業年度における剰余金の一   

部を翌事業年度のこのための★用として支出   

するために練り越さなければならないものと   

されていることから、総合として必ず行わな   

ければならない専業であるので、必ず規定す  

削除  

（注）4 本事業は、法篇51奥の4稟4痩に   

規定するように、毎事業年度における剰余金   

の一部を空事♯年度のこのための費用として   

支出するために繰り越さなければならないも   

のとされていることから、組合と して必ず行   

わなければならない事業であるので、必ず規  

定する必要がある。   る必辛がある。   

（注）5 本事業は、組合の事業執行の円汁化   （注）5 本書菓は、組合の事兼執行の円汁化   

のため、できる限り規定すべきものである。   のため、できる限り規定すべきものである。   

（区量或）   （区域）   

法第5粂                第4条 この組合の区域は、00の地（職）Ⅷ∴域  第4条  この組合の区域は、00の地（職）ほト犠   

とする。   とする。   

（注） 地域により組合の区域を規定する場合   （注） 地域により組合の区域を規定する場合   

は、「この組合の区域は、東京都千代田区の   は、 rこの組合の区域は、東京都千代田区の   

地域とする。」又は「この組合の区域は、神   地域とする。」又は「この他合の区域は、神   

奈川県小田原市及び足柄下郡箱根町の地域と   奈川県小田原市及び足柄下郡箱根町の地域と   

する。」というように規定し、職域により細   する。」というように規定し、職域により租   

合の区域を規定する場合は、「この組合の区   合の区域を規定する場合は、「この組合の区   

城は、日本産業株式会社、日本産業労働組   域は、日本産集株式会社、日本産業労働組   

合、日本産業健康保険組合及び日本産業生活   合、日本産業健康保険組合及び日本産菓生活   

協同組合の職域とする。」又は「日生工業株   協同組合の♯穫とする。」又は「日生工業株   

式会社、日生サービス株式会社及び日生商事   式会社、日生サービス株式会社及び日生高車   

株式会社の職域とする。」というように規定   株式会社の職域とする。」というように規定   

するものである。   するものである。   

（事務所の所在地）   （事務所の所在地）   

第5粂 この組合は、事務所を00都（道府県）  第5粂 この組合は、事務所を00都（道府県）   

00市（区町村）に書く。   00市（区町村）に甘く。   

（事務所の所在地）   （事務所の所在地）   

（第5集 この組合は、主たる事務所を00都（  第5粂 この組合は、主たる事務所を00釦（遣   

道府県）00市（区町村）に、従たる事務所を  府県）00市（区町村）に、従たる事務所を○   

00蔀（道府県）00市（区町村）に置く。）   ○郡（道府県）00市（区町村）に置く。l弘’   
t一▲）  

（注） 従たる事務所を設ける組合にあって   （注） 従たる事務所を設ける組合にあって   

は、括弧暮の例により本条を規定するもので   は、括弧暮の例により本条を規定するもので   

ある。   ある。   

第2章 組合員及び出資金   第2章 組合員及び出資金  
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含員の資格）   （組合員の資格）   

法第14条  臣 この組合の区域内に住所を有する（区域  第6粂 この組合の区域内に住所を有する（区域   

に勤務する）＝1｝，者は、この組合の組合員と  内に勤務する）｛止＝者は、この組合の組合員と   

ることができる。   なることができる。   

二の組合の区域内に勤務地を有する」▲墜旦旦  2 この組合の区域内に勤務地を有する上旦＿些＿里   

近に住所を有する音叉は当該区域内に勤務し  寸近に住所を有する）【ユ．、看でこの組合の事  

薫（施設）＝▲）】を利用することを適当とするも  吐＿土＿し－Å－，看でこの組合の事業（施設）一法J2   

利用することを適当とするものは、この組合  のは、この組合の承認を受けて、この組合の組   

承認を受けて、この組合の組合員となること  

できる。  

；主）1地域組合にあっては、本条第1項を   （注）1地域組合にあっては、本条第1項を   

「住所を有する者」、第2項を r区域内に勤   「住所を有する者」、第2項を「区域内に勤   

務地を有する者」と、職域細合にあっては、   務地を有する者」と、稲城組合にあっては、   

本条第1項を「区域内に勤務する者」、第2   本条第1項を「区域内に勤務する者」、第2   

項を「区域の付近に住所を有する香里」主＿呈塵   項を「区域の付近に住所を有する者」と規定   

区域内に勤務していた者」と規定するもので  するものである。  

ある。なお輪域組合のうち、法令で定める  

学校を職域とするもので当該学校の学生を組  

合員とする場合には、毛1項の括弧書きを「  

区域内に勤務又は通学すると定するも  

里」LあをL  

注）2ここに規定する「施設」は、利用事  （注）2ここに規定する「施設」は、利用事   

業における協同施設という意味でなく、組合   業における協同施設という意味でなく、組合   

の事業全般を含めた意味であるが、 r施設」   の事業全般を含めた意味であるが、「施設J   

という文字が適当でないと放められる場合   という文字が適当でないと認められる場合   

は、「事業」と規定するものである。   は、 r事業」と規定するものである。   

入の申込み）   （加入の申込み）  

粂 前条第1項に規定する者は、組合長とな  第7条 前条第1項に規定する者は、組合員とな   

うとするときは、この組合の定める加入申込  ろうとするときは、この組合の定める加入申込   

に引き受けようとする出資1】勤に相当する出  書に引き受けようとする出資口数に相当する出   

金鎮（出資箋1回の払込み金額）（技）を添え、  資金臨（出資第1回の払込み金綾）《4，を添え、   

れをこの組合に提出しなければならない。   これをこの組合に提出しなけ九ばならない。   

この組合は、前項の申込みを拒んではならな  2  この組合は、前項の申込みを拒んではならな   

組
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い。ただし、前項の申込みを拒むことにつき、   

理事会において正当な理由があると議決した場   

合は、この限りでない．  

3  この組合は、前条第1項に規定する者の加入   

について、現在の組合旦が加入の際に付された   

よりも困難な条件を付さないものとする。  

4 第1項の申込みをした者は、第2項ただし書   

の規定により、その中込みを拒まれた場合を除   

き、この組合が第1項の申込みを受理したとき   

に組合員となる。  

5  この組合は、組合員となった者について組合   

員証を作成し、その組合員に交付するものとす   

る。   

（注：〉  組合加入者の組合に対する出資を箋1  

6条の規定により、全額一時払込みとしてい  

る組合にあっては、「出資金臨」とし、分割  

払込みとしている組合にあっては、「出資第  

1回の払込み金額」と規定するものである。  

い。ただし、前項の申込みを拒むことにつき、   

理事会において正当な理由があると議決した場   

合は、この限りでない。  

3  この組合は、前条第1項に規定する者の加入   

について、現在の組合員が加入の際に付された   

よりも困難な条件を付さないものとする。  

4 第1項の申込みをした者は、第2項ただし書   

の規定により、その中込みを拒まれた場合を除   

き、この組合が第1項の申込みを受理したとき   

に組合員となる。  

この組合は、組合員となった者について組合   

5    員証を作成し、その組合員に交付するものとす   
る。   

（注） 組合加入者の組合に対する出資を第1  

6条の規定により、全紘一時払込みとしてい  

る組合にあっては、「出資金縮」とし、分割  

払込みとしている組合にあっては、「出資第  

1回の払込み金級」と規定するものである。  

（加入承認の申請）  

第8条 第6条第2項に規定する者は、組合員と   

なろうとするときは、引き受けようとする出資   

口数を明らかにして、この組合の定める加入承   

認申請書をこの組合に提出しなければならな  

い。  

2  この組合は、理事会において前項の申請を承   

認tご上＝したときは、その旨を同項の申請をした   

看に通知するものとする。  

3 前項の通知を受けた者は、速やかに出資金（   

出資箪1回の払込み金）′ユ、zの払込みをしなけ   

ればならない。  

4 第1項の申請をした者は、前項の規定により   

出資金（出賓第1回の払込み金）一ユ，2の払込み   

をしたときに組合員となる。  

（加入承認の申請）  

第8条 第6条第2頓に規定する者は、組合員と   

なろうとするときは、引き受けようとする出資   

口数を明らかにして、この組合の定める加入承   

認申請書をこの組合に提出しなければならな   

い。  

2  この組合は、理事会において前項の申請を承   

認1ユ，したときは、その旨を同項の申請をした者   

に通知するものとする。  

3 前項の通知を受けた者は、速やかに出資金（   

出資第1回の払込み金）．ユ‥の払込みをしなけ   

ればならない。  

4 第1項の申請をした者は、前項の規定により   

出資金（出資第1回の払込み金）．注，2の払込み   

をしたときに蓑且合貞となるク  
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5 この組合は、組合員となった者について組合   

員証を作成し、その組合且に交付するものとす   

る。   

（注）1 理事会で個別に承諾するという方法  

ではなく、あらかじめ理事会等で組合加入の  

承認に関する基準を作成し、その基準に適合  

する者については、手放されたものとして取  

り扱い、理事会に事後報告する等の適切と認  

められる方法を探っても差し支えない。   

（注）2 第7集（5主）を参照のこと．  

（届出の義務）  

第9乗 組舎人は、組合見たる兼格を凛失したと   

き、又はその氏名若しくは住所を変更したとき   

は、速やかにその旨をこの組合に届け出なけれ   

ばならない。  

（自由脱退）  

辛10乗 組合■は、事業年度の末日の90日 は－   

前までにこの他合に予告し、当隷書業年産の終   

わりにおいて脱退することができる。   

（注） 法第19粂羊2項の規定により、g O  

臼以上1年以内の日数ならば任意に定めて差  

し支えないが、あまり最期間にわたることは  

脱退の自由の原則からみてまましくなく、一  

般的には9 0日位が適当であろう．  

（法定脱退）  

第11乗 組舎人は、次の事由によって脱退す   

る。  

（1） 組合員たる資格の喪失  

（2） 死亡  

（3） 除名  

（除名）  

5  この組合は、細合員となった者について組合   

員証を作成し、その組合且に交付するものとす   

る．   

（注）1 理事会で個別に承認するという方法  

ではなく、あらかじめ理事会等で組合加入の  

承認に関する基準を作成し、その基準に適合  

する者については、承認されたものとして取  

り扱い、理事会に事後報告する等の適切と認  

められる方法を探っても差し支えない。   

（注）2 第7粂（注）を参照のこと。  

（届出の義務）  

第9集 組合員は、組合員たる資格を喪失したと   

き、又はその氏名若しくは住所を変更したとき   

は、速やかにその旨をこの組合に届け出なけれ   

ばならない．  

（自由脱退）  

第10集 総合■は、事業年度の末日の9 0日111   

前までにこの総合に予告し、当該事業年度の終   

わりにおいて脱退することができる．   

（注） 法第19条第2項の規定により、9 0  

日以上1年以内の日数ならば任意に定めて差  

し支えないが、あまり長期間にわたることは  

脱退の自由の原則からみて望ましくなく、一  

般的には9 0日位が適当であろう．  

（法定脱退）  

第11乗 場含員は、次の事由によって脱退す   

る。   

（1） 組合■たる資格の♯失   

（2） 死亡   

（3） 除名  

（除名）  

第12条 この組合は、組合且が次の各号のいず   

れかに該当するときは、総（代）‖l】，会の議決   

によって、除名することができる。   

（1） 1年間l射－この組合の事業（施設）を  

利用しないとき．   

（2） 出資の払込み（過怠金の納付、供給物  

資の代金又は利用料の支払）を怠リ t址＝、催  

告を受けてもその義務を履行しないとき。   

（3） この組合の事業を妨げ、又は信用を失  

わせる行為をしたとき。  

2 前項の場合において、この組合は、総（代）（   

ユ＝会の会日の5日前までに、除名しようとする   

組合員にその旨を通知し、かつ、総（代）．遽」，   

会において弁明する機会を与えなければならな   

い。  

3  この組合は、除名の議決があったときは、除   

名された組合Åに除名の理由を明らかにして、   

その旨を通知するものとする。   

（注）1 総代を書いている縮合にあっては「  

総代会」と、総代を書いていない組合にあっ  

ては r総会」と規定するものである。   

（注）2 「1年間」は、場合の実用に応じて  

適当な年数を規定すればよいが、物資の供給  

事業を主とする組合ではおおむね1年とする  

のが適当であろう。なお、医療事業、共済専  

業又は住宅書集等を行う組合についても、組  

合の事業を長期間利用しないいわゆる睡眠組  

合且を無期限に放tしておく ことは組合の事  

務処理上からも望ましくないので、このよう  

な場合を予想し、この規定は置くぺきであ  

る。   

（注）3  「出資の払込み（過怠金の納付、供  

給物資の代金又は利用料の支払）を怠りも  
は、組合且としての組合に対する義務の≠怠  

を掲げたものであって、それぞれの組合が租  

第12粂 この組合は、組合員が次の各号のいず   

れかに該当するときは、稔（代）l址〉1会の譲決   

によって、除名することができる。   

（1） 1年間hむ＝この組合の事業（施設）を  

利用しないとき。   

（2） 出資の払込み（過怠金の納付、供給物  

資の代金又は利用料の支払）を怠リ t注＝、催  

告を受けてもその儀務を履行しないとき。   

（3） この総合の事業を妨げ、又は信用を失  

わせる行為をしたとき．  

2 前項の場合において、この組合は、総（代）【   

1－．会の会日の5日前までに、除名しようとする   

組合員にその旨を通知し、かつ、総（代）＝1，・   

会において弁明する機会を与えなければならな   

い。  

3  この場合は、除名の議決があったときは、除   

名された組合員に除名の理由を明らかにして、   

その旨を通知するものとする。   

（注）1 総代を置いている組合にあっては「  

総代会」と、総代を書いていない組合にあっ  

ては「総会」と規定するものである。   

（注）2 「1年間Jは、組合の実†雷に応じて  

適当な年数を規定すればよいが、物資の供給  

事業を主とする組合ではおおむね1年とする  

のが適当であろう。なお、医療事業、共済事  

業又は住宅事業等を行う組合についても、縮  

合の事業を長期間利用しないいわゆる睡眠組  

合員を無期限に放置しておく ことは組合の書  

残処理上からも望ましくないので、このよう  

な場合を予想し、この規定は置くぺきであ  

る。   

（注）3 「出資の払込み（過怠金の納付、供  

給物資の代金又は利用料の支払）を怠りも  
は、組合且としての綿合に対する隷務の情意  

を掲げたものであって、それぞれの租合が租  

－25－   



け   会員に負わせている具体的な義務の情意を、  
組合の実情によって規定すればよい。例え  

ば、出資金を全紘一時払込みにしている組合  

については、出資金を払い込まなければ、第  

7条又は第8条の規定により組合員になれな  

いことから、「出資の払込み、過怠金の納付  

を怠り」は必要でなく、出資金を分割払込み  

としている組合であっても第2回以降の出資  

金の払込みの過怠について過怠金を課す規定  

を定款上設けていない組合については、「過  

怠金の納付を怠り」は必要なく、また、生活  

物資の供給事業を行っていない組合について  

は r供給物資の代金の支払いを怠り」は必要  

でない等である。  

（脱退組合員の払戻し請求権）  

第13条 脱退した組合旦は、次の各号に定めるt   

』」 ところにより、その払込済出資額の払戻しを   

この組合に請求することができる。   

（1） 第10粂の規定による脱退又は第11  

集貨1号若しくは第2号の辛由による脱退の  

場合は、その払込済出資鎮に相当する領   

（2） 第11条第3号の事由による脱退の場  

合は、その払込済出資額の2分の1に相当す  

る額  

2  この組合は、脱退した組合旦がこの組合に対   

する債務を完済するまでは、前項の規定 によ   

る払戻しを停止することができる。  

3  この組合は、事業年度の終わりに当たり、こ   

の組合の財産をもってその憤抹を完済す るに   

足らないときは、第1項の払戻しを行わない。   

（注） 払戻請求権の範囲及び払戻請求方法等  

は、組合の実情により、払込済出資額に相当  

する籠の範囲内において適宜定めて差し支え  

ない。  

合具に負わせている具体的な義務の据怠を、  

組合の実情によって規定すればよい。例え  

ば、出資金を全随一時払込みにしている組合  

については、出資金を払い込まなければ、第  

7条又は第8条の規定により組合員になれな  

いことから、「出資の払込み、過怠金の納付  

を怠り」は必要でなく、出資金を分割払込み  

としている組合であっても第2回以降の出資  

金の払込みの過怠について過怠金を課す規定  

を定款上設けていない組合については、「過  

怠金の納付を怠り」は必要なく、また、生活  

物資の供給事業を行っていない組合について  

は「供給物資の代金の支払いを怠り」は必要  

でない等である。  

（脱退組合且の払戻し請求権）  

第13条 脱退した組合員は、次の各号に定める（   

ユ，ところにより、その払込済出資額の払戻しを   

この組合に請求することができる。   

（1） 第10条の規定による脱退又は第11  

粂第1号若しくは第2号の事由による脱退の  

場合は、その払込済出資鏑に相当する額   

（2） 第11条第3号の事由による脱退の場  

合は、その払込済出資緬の2分の1に相当す  

る臨  

2  この組合は、脱退した組合鼻がこの組合に対   

する債務を完済するまでは、前項の規定による   

払戻しを停止することができる。  

3  この組合は、事業年度の終わりに当たり、こ   

の組合の財産をもってその領＝陳を完済するに足   

らないときは、第1項の払戻しを行わない。   

（注） 払戻請求権の範囲及び払戻請求方法等  

は、組合の実情により、払込済出資額に相当  

する顔の範囲内において適宜定めて差し支え  

ない。  

（脱退組合員の払込み義務）は〉  

第14条 この組合は、前条第3項の場合におい   

て、他の組合員に対するのと同一の条件をもっ   

て、その年度内に脱退した組合員にその未払込   

出資額の全部又は一部の払込みを請求すること   

ができる。   

（注） 出資の払込みを全紘一時払込みと して  

いる組合にあっては、本条は必要ない条文で  

ある。  

（脱退組合員の払込み敦務）ト注，  

第14条 この組合は、前条第3項の場合におい   

て、他の組合員に対するのと同一の条件をもっ   

て、その年度内に脱退した組合具にその未払込   

出資諭の全部又は一部の払込みを請求すること   

ができる。   

（注：l 出資の払込みを全誠一時払込みとして  

いる組合にあっては、本条は必要ない条文で  

ある8  

（出資）  

第15条 組合員は、出資1ロ以上を有しなけれ   

ばならない。  

2 1組合員の有することのできる出資口数の限   

度は、組合員の総出資口数の4分の1（ユーlとす  

る。⊥ユ⊥ユ  

3 組合員は、出資金綾の払込みについて、相殺   

をもってこの組合に対抗することができない。  

4 組合員の責任は、その出資金額を限度とす  

る。  

（注）1 「4分の1」は、法第16条第3項の  

規定による最高限度であることから、さらに  

これを組合の実情により、例えば、「5分の  

1」あるいは「6分の1」というように制限  

することは差し支えない。また、組合の実情  

に合わせて、1組合員の有することのできる  

出資口数を具体的に00ロと規定しても差し  

支えない。  

（出資）  

第15条 組合員は、出実1ロ以上を有しなけれ   

ばならない。  

2 1組合員の有することのできる出資口数の限   

度は、組合員の総出資口数の4分の1仁ユ〉とす  

る。  

3 組合員は、出資金領の払込みについて、相殺   

をもってこの組合に対抗することができない。  

4 組合員の責任は、その出資金扱を限度とす   

る。  

（注） 「4分の1」は、法第16条第3項の規  

定による最高限度（法第10条第1項第1号  

から第4瑚、の二事業  を行う消醐ま2  
分の1）であることから、さらにこれを組合  

の実情により、例えば、「5分の1」あるい  

は「6分の1」というように制限することは  

差し支えない。また、組合の実情に合わせ  

て、1組合員の有することのできる出資口数  

を具体的に00口と規定しても差し支えな  

い。  

法第16条   

冊数の  

限度はないが、実情に応じて定めるものであ  

る。  
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（注）3  甘付暮美幸施組合については＿ 4分  

の1からさらに制限することが望ましい．  

（出資1口の金額及びその払込み方法）  

第16乗 出資1ロの金額は、00円t墟＝とし、   

全額一時払込みとする．  

（出資1口の金額及びその払込み方法）  

（第16乗 出資1口の金額は、00円tl〉，と   

し、○国分割払込みとする。ただし、全額を一   

時に払い込むことを妨げない。  

2 出資第1回の払込み金銭は、1口につき00  円ほ＝とする。  
3 出資第2回以降の払込みは、出資第1回の払   

込みの日の点する月から0箇月経遺する月 ‖lI．   

の末日までに、1ロにつき00円l封．を払い込   

むものとする．）tl’－   

（注）1 出資1ロの金疇は、組合の軽営的1  

礎の確立及び組合■の負担可能程度を勘案  

し、適切な鶴を定めるべきである．なお、組  

合に対する出資は、通♯の場合は金銭に限ら  

れているが、法第26集書1項辛19号に規  

定するように、現物出井することも認めてい  

る．この増合には、法第26条井1項第19  

号の規定により、定紋において現物出井者の  

氏名、その目的たる財産及びその価格並びに  

これに対して与える出責口数を記♯しておく  

ことが必辛である．この現物出資は、組合の  

事業の基礎ともなるので、出井第1回の払込  

期日に出資の目的たる財産の全部を組合に稔  

付しなければならない（法第60乗算3  

項）。   

（注）2 出資金について分割払込制度を採っ  

ている組合にあっては、この括弧暮の例によ  

り規定するものである。   

（出資1口の金緬及びその払込み方法）  

第16乗 出賞1ロの金額は、00円tl」，とし、   

全額一時払込みとする。  

（出資1ロの金額及びその払込み方法）  

（第16集 出資1口の金鏑は、00円tユ」■1と   

し、0回分銅払込みとする。ただし、全線を一   

時に払い込むことを妨げない。  

2 出資第1固の払込み金額は、1口につき00   

円tl＝とする．  

3 出資第2回以降の払込みは、出資羊1回の払   

込みの日の正する月から○嘗月経遺する月 は＝   

の末日までに、1ロにつき00円t且＝を払い込   

むものとする．）し1」－   

（注）1 出資1口の金ヰは、組合の経営的基  

礎の確立及び組合■の負担可能程度を勘幕  

し、i切な鑓を定めるぺきである。なお、組  

合に対する出発は、通常の場合は金銭に取ら  

れているが、法第26条第1項第19号に規  

定するように、現物出資することも駿めてい  

る．この壌合には、法第26乗算1項第19  

号の規定により、定紋において現物出資者の  

氏名、その目的たる財産及びその価格並びに  

これに対して与える出資口数をt己航しておく  

ことが必賽である。この現物出光は、組合の  

事業の益礎ともなるので、出資第1匝lの払込  

期日に出資の目的たる財産の全部を組合に給  

付しなければならない（法策60粂第3  

項）。   

（注）2 出資金について分割払込制度を操っ  

ている組合にあっては、この括弧書の例によ  

り規定するものである。   

（注）3 分割払込みの場合の出資第1回の払  

込金額は、組合が事業を行うに必要な経営的  

基礎をできるだけ早く確立するという点から  

みて、第2回以降の払込金額より多くすべき  

である。なお、その額は、定額としてもよい  

し、余裕のある組合員からはできれば定額以  

上に払い込んでもらうということで「00円  

以上」としてもよい。   

（注）4 何箇月毎に第2回以降の出資金を払  

い込ませるかは、組合の実什により、適宜定  

めればよいが、あまり長期にわたることは望  

ましくない。   

（注）5 第2回以降の払込金額のt低限度額  

は、出資1ロの金額から出資第1回払込みの  

最低限産額を控除した残額を第2回以降何回  

で払い込ませるかによって均等に分割した頓  

とすべきであろう。なお、（注）3なお書を  

参照のこと。  

（過怠金）く止＝  

第17粂 この組合は、組合員が出資の払込みを   

怠ったときは、その組合且に対して、払込みを   

怠った出資金額の1，000分の1．鶉，～に相当   

する鎮に、払込み期日の翌日から払込みの完了   

する日の前日までの日数を乗じて得た嶺に相当   

する額の過怠金を課することができる。  

2 この組合は、組合員が出資の払込みを怠った   

ことにつき、理事会においてやむを得ない事情   

があると認めるときは、その組合見に対する過   

怠金の全部又は一部を免除することができる。   

（注）1 本条は、出資の払込みを怠った組合  

員に対して過怠金を課することとしている組  

合にあっては必ず設けなければならない規定  

で、定紋の規定なく して組合員に過怠金を課  

することは許されない（法案26条第1項某  

（注）3 分割払込みの場合の出資第1回の払  

込金楓は、組合が事業を行うに必要な経営的  

基礎をできるだけ早く確立するという点から  

みて、第2回以降の払込金鏑より多くすべき  

である．なお、その頗は、定顔としてもよい  

し、余裕のある組合員からはできれば定額以  

上に払い込んでもらうということで「00円  

以上」としてもよい。   

（注）4 何首月毎に第2回以降の出資金を払  

い込ませるかは、組合の実情により、適宜定  

めればよいが、あまり長期にわたることは望  

ましくない．   

（注）5 第2回以降の払込金額の1低限度額  

は、出資1ロの金額から出資第1回払込みの  

最低限度額を控除した残額を第2回以降何回  

で払い込ませるかによって均等に分割した額  

とすべきであろう。なお、（注）3なお書を  

参照のこと。  

（過怠金）t址＝  

第17粂 この組合は、組合員が出資の払込みを   

怠ったときは、その組合員に対して、払込みを   

怠った出資金額の1，000分の1＝1，】に相当   

する頼に、払込み期日の翌日から 払込みの完   

了する日の前日までの日数を乗じて得た額に相   

当する線の過怠金を課することができる。  

2 この縮合は、組合員が出♯の払込みを怠った   

ことにつき、理事会においてやむを得ない事情   

があると認めるときは、その組合Åに対する過   

怠金の全部又は一部を免除することができる。   

（注）1 本条は、出資の払込みを怠った組合  

Åに対して過怠金を課することとしている組  

合にあっては必ず設けなければならない規定  

で、定款の規定なく して組合員に過怠金を課  

することは許されない（法第26条第1項第  

一2了－   



11号）。なお、出資金を全額一時払込みと  

している組合については、出資の払込みがな  

ければ組合員資格そのものを与えないとして  

いる（第7条及び第8条参照）ことから、定  

款上本条を設ける必要はない。   

（注）2 過怠金の籠は、払込みを怠った出資  
金琵を基準として定めればよ く、おおむね例  

示した程度が適当であろう。  

（出資口数の増加）  

第18条 組合員は、この組合の定める方法によ   

り、その出資口数を増加することができる。  

（出資口数の減少）  

第19粂 組合員は、やむを得ない理由があると   

きは、事業年度の末日の90日 ■1）1前までに減   

少しようとする出資日動をこの組合に予告し、   

当該事業年度の終わりにおいて出資口数を減少   

することができる．  

2 組合且は、その出資口数が組合鼻の総出資口   

数の4分の1＋ほ＝を超えたときは、4分の■1tl   

之以下に達するまでその出資口数を減少しなけれ   

ばならない。  

3 出資口数を減少した組合員は、減少した出資   

口数に応ずる払込済出資額の払戻しをこの組合   

lこ請求することができる。  

4 第14条の規定は、出資口数を減少する場合   

について準用する．＝1〉】   

（注）1 第10条（注）を参照のこと。な  

お、本条に規定する日数は、第10条に規定  

する日数と同じ日数とすべきである。   

（注）2 第15条（注）を参照のこと。を  

お、本条に規定する榊鱒2項に  

規定する数と同じ簸でなければならない。   

（注）3 第14条を規定しない組合にあって  

11号）。なお、出真金を全額十一時払込みと  

している組合については、出資の払込みがな  

ければ組合員資格そのものを与えないとして  

いる（第7条及び第8条参照）ことから、定  

款上本条を設ける必要はない。   

（注）2 過怠金の抜は、払込みを怠った出資  

金額を基準として定めればよく、おおむね例  

示した程度が適当であろう。  

（出資口数の増加）  

第18条 組合員は、この組合の定める方法によ   

り、その出資［】数を増加することができる。  

（出資口数の減少）  

第19条 組合員は、やむを得ない理由があると   

きは、事業年度の末日の9 0日l止＝前までに減   

少しようとする出資口数をこの組合に予告し、   

当該事業年度の終わりにおいて出資【】勤を減少   

することができる。  

2 組合鼻は、その出資口数が呈」胴   

規定する限度＝1，】を超えたときは、その限度t注，   

2以下に達するまでその出資口数を減少しなけれ   

ばならない。  

3 出資口数を減少した組合鼻は、減少した出資   

口数に応ずる払込済出資額の払戻しをこの組合   

に請求することができる．  

4 第13魚篭3項及び東14条1注）1の規定は、   

出資口数を減少する場合について準用する。   

（注）1 第10条（注）を参照のこと。な  

お、本条に規定する日数は、第10条に規定  

する日数と同じ日数とすべきである。   

（注）2  第†5条（注）を参照のこと。  

削除  

（注）3 第14条を規定しない組合にあって  

は、三組邑蛙削除するものである。  

第3章 役職員   

（役員）  

第20条 この組合に次の役員を置く。  法第27条  

〉  （1〉  理事 0．Å＝人以上 ○人以内－は，コ  

）  （2） 監事 ○＝1）；人以上 ○人以内－」」＝  

（役員）  

事   

才人、及び監事0．＝1，2人を置く。 ■ユ‥  ）   

「る組   （注）1 役員の定数を定款上確定数とする組   

するも  合にあっては、括弧書の例により規定するも  

のである。  

ノ、理  （注）2 法第2 7条第2項の規定により、理   

人以上   事の定数は5人以上、監事の定数は2人以上   

的   でなければならないが、組合の具体的な定数   

の   は法定数以上の範囲において、組合の規模及   

化   び事業内容とあわせて、役員の少数化による   

に   権力集中の弊害、逆に役員の多数化による組   

で   合運営上の支障等を充分見極めた上で定める  

ベきである。  

定  （注）3 役員の定数に幅を持たせて規定する   

き  場合、その幅はできるだけ狭〈すべきであっ   

る  て、せいぜい5人程度の幅にとどめるべきで  

ある。  

（役員の選挙）り－  

と   

る。  により、（総（代）．ユ」コ会において）（∫l，2組合  

の－ ちから遺草する。  

ヒ左         2 特別の理由があるときは、理事の定数の5分   

定   

の  

は、削除するものである。  

買3章 役職員  

（役員）  

第20条 この組合に次の役員を置く。  

（1） 理事 0．注，三人以上 ○人以内l止  

（2） 監事 O t・1｝2人以上 ○人以内（ユ  

（役員）  

（第20条 この組合に、役員と  して理   

7人、及び監事0．÷い2人を置く。‘止‥  
（注）1 役員の定数を定款上確定数と  

合にあっては、括弧書の例によリ   

のである。  

（注）2 法第27条第2項の規定によ   

事の定数は5人以上、監事の定数は2   

でなければならないが、組合の具体   

は法定数以上の範囲において、組合   

び事業内容とあわせて、役員の少数   

権力集中の弊害、逆に役員の多数化   

合運営上の支障等を充分見極めた上   

ぺきである。  

（注）3 役員の定数に幅  を持たせて規  

場合、その幅はできるだけ狭くすべ  

て、せいぜい5人程度の幅にとどめ  

ある。  

（役員の選挙）ユー1  

第21条 役員は、役員選挙規約の定める   

により、総（代）＝▲，ヱ会において選挙す  

2 理事は、相合点でなければならない。   

L特別の理由があるときは、理事の   

分の1以内＿⊥巴一＿1のものを、組合員以外  

－28－   



ちから達筆することができる。  

3  監事のうち1人以上は、当該組合の組合員又   

は当該組合の会且たる法人の役員若しくは使用   

人以外の看であって．その放任の前5年間当該   

組合の理事若しくは使用人又はその手会社の取   

鏑役、会計参与、執行役若しくは使用人でなか   

ったものとする。なお．監暮の互選をもって鷲   

勤の監暮を定めるものとする入 は＝  

4 役且の選挙は．無‡己名投震によって行い．投   

票は、1人につき1兼とする．   

（注）1 役員となる事件については、規約を  

もって定め、総（代）会の撫決を経るもので  

ある。  

（注）1 役Åとなる事件については、規約を   

もって定め、総（代）会の撫決を経るもので   

ある。  

（注）2 役■の選挙は、丘主的な方法による   

べきであって．この点からすれば捜■は総合   

の1暮濃淡機鳩である】象（代） 会において鏡   

台■の総量を反映して址接遇ばれることが望   

ましく．かかる納会にあっては、括屯暮のよ   

うに規定するものである．しかし．組合■数   

が膨大な放で．その区壇が全国にまたがって   

いるような組合にあっては．栓■としての適   

任者の遭任を盆（代）会において決めること   

は暮奏上邑蛙であるのみならず．逆に混乱を   

来たす結よになりかねないことから．地区毎   

に選挙区を蜘けて役■遺書を行う 総合にあっ   

ては括弧暮を除いて規定することが望まし   

い．なお、組合設立当時の役■は．すべて鋼   

立総会において▲ 組合1になろうとする看又   

は金■になろうとする法人の栓■のうち力ヽら   

選♯されなければならないものである（法篭   

2 8奥書1膚ただし事）．  

（注）3 第12条（注）1を参照のこと。  

（注）旦．組合Å以外のいわゆるÅ外理事をど   

の程度放めるかは、組合A自らによる経営の   

要求と、適任者による経営の辛求とを比較考  

削除  

（注）旦 第12集（注）1を参照のこと。  

（注）旦 組合1以外のいわゆる1外理事をど   

の程度沈めるかは、租合Å自らによる経営の   

要求と、適任者による経営の辛求とを比較考  

慮し、各細含の実情により定めるぺきであ  

り、r卓＿分の1以内」というのは法第28条  

第旦項に規定する1高限度であるから、さら  

にこれを例えば「6分の1以内」又は「8分  

の1以内」というように厳しく限定すること  

は差し支えな主⊥Lまた、員外理事を祝せしな  

主ユ組合については、木枕定を設けなくてもよ  

い。ただし．外部からのl甚広い寺門的舅地を  

確保する観点から投書することが望ましい。  

（注）4  負債総鈷2 00億円超の総合につい  

ては、太規定を設けなければならない．ま  

た、員外監事を設置しない組合においては．  

本規定を設けなくてもよい．ただし、負債総  

緬2 00億円を超えない総合についても投甘  

することが望ましい轟  

（役員の選任）ほ＝  

第00免 役且は、役且選任規約の定めるところ   

により．総（代）l注＝会において選任する．  

2 理事は．組合且でなければならない．ただ   

し、特別の理由があるときは、】璽手の定数の3   

分の1以内のものを、組合員以外の者のうちか   

ら選任することができる．  3㈱又   
は当該組合の会員たる法人の役且若しくは使用   

人以外の看であって、その就任の前5年M当該   

組合の理辛苦しくは種用人又はその手会社の取   

締役、会計参与．執 行役若しくは使用人でなか   

ったものとする．なお．監手の互選をもって禽   

勤の監暮を定めることとする．  4榊 ＝七）  
lまIl会に拠出するには、監事の過半数の同意   

を得なければならないh   

（注）1 役員の選出については、選挙による  

慮し、各組合の実情により定めるべきであ  

り、「卓＿分の1以内」というのは法第28粂  

第旦項に規定するt高限度であるから、さら  

にこれを例えば「6分の1以内」又は「8分  

の1以内」というように厳しく限定すること  

は差し支えな＿L＿また、員外理事を放めない  

組合については、本規定を設けなくてもよ  

い。  

会社法第3 4 3条第1項   
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こと」碑易合  

は本規定を輌  

（注）2  第12条（注〉 1を参照のこと。  

（役員の補充）  

第2 2条 理事又は監事のうち、その定数の5分   

の1を超える者tユ‥が欠けたときは、役員選挙   

規約の定めるところにより、⊥箇月以内⊥ま⊥⊥に   

補充しなければならない。   

（注）1 r5分の1を超える者」というの  

は、法第2 9条の規定による最高限度である  

から、さらにこれを例えば「6分の1を超え  

る者」、「10分の1を超える者」というよ  

うに少数にすることは差し支えない。   

（役員の補充）  

第22条 理事又は監事のうち、その定数の5分   

の1を超える者－は一，が欠けたときは、役員選   

挙（選任〉 用」エ規約の定めるところにより、旦   

箇月以内⊥ユ⊥エに補充しなければならない。   

（注）1 「5分・の1を超える者」というの  

は、法第29条の規定による最高限度である  

から、さらにこれを例えば「6分の1を超え  

る者」、「10分の1を超える者」というよ  

うに少数にすることは差し支えない。   

（注）2 役員柳生  
とる…トるも  

のであh   

（注）旦 「旦箇月以内」というのは、法第2  

9条の規定による最高期限であるから、さら  

にこれを例えば「1箇月以内」、「20日以  

内」というように短期間にすることは差し支  

えない。  

（役員の任期）  第23条 跡目壬期   
は、（⊃■冊とき力、   

ら豪附し＼。  

2 補欠役員の任期は、前項の規定にかかわら   

ず、前任者の残任期間」且⊥＿ヱとする。  

3 役艮の任期は、その満了のときがそのときの   

属する事業年度の通常総（代）＝i｝。 会の終了   

のときと異なるときは、篤1項の規定にかかわ   

らず、その総（代）用＝会の終 了のときまでと  

する。  

4 役員が任期の満了又は辞任によって退任した  

法第2 9条  

（注）呈＿ rユ箇月以内」というのは、法萬2  

9条の規定による1高期限であるから、さら  

にこれを例えば「20日以内J、「10日以  

内」というように短期間にすることは差し支  

えない。  

（役員の任期）  

第2 3粂 役且の任期は、2 はI，年とし、前任者   

の任期議了のときから起算する。ただし、再選   

を妨げない。  

2 補欠役員の任期は、前項の規定にかかわら   

ず、前任者の残任期間とする。  

3」Al＿エ役員の任期は、その満了のときがそのと   

きの属する事業年度の通常総（代）＝1－。 会の   

終了のときと異なるときは、第1項の規定にか   

かわらず、その総（代）」且⊥＿1会の終 了のときま   

でとする。  

4 役員が任期の満了又は辞任によって退任した  

法第3 0条  

場合において、役員の致がその定数を欠くに至  

ったときは、その役員は、後任者が就任するま  

での間は、なお役員と しての権利義務を有する  

ものとする。  

場合において、役員の致がその定数を欠くに至  

ったときは、その役員は、後任者が就任するま  

での問は、なお役員としての職務を行うものと  

する⊥ユ⊥上。ただし、退任した役旦の数が定数を  

欠く数を超える場合には、退任した役且の互凛  

により、隈務を延長すべき者を選任することが  削除  

できる ■抽  

（注）1 法第3 0条第‘ト項ただし書において   

役員の任期は、「夏岬剋   

投の期間を定めたときは、その期間とする。  

（注）1 法第3 0条第1項及び2項において   

堅塁の任期は、「旦＿隻＿以内において定款で一基   

める期間」、監事の任期は∴ 「4旦以内にお   

いて走：款で定める期間」と規定されているの   

であるから、その範囲内においては適宜役員   

の任期を定めて差し支えない。  

」と規定されているのであるから、その範囲   

内においては適宜役員の任期を定めて差し支   

えないが、通畔あ   

旦i。墜＿鼻の任期を3年と規定した場合に   

は、脚   

で、第3榊二定   

時まで伸長するようなことを規定するこ⊥と旦   

できないも▼のである畑3   
年と してその役員が総（代）会で遅筆される   

よう酬会の   

終了結から敢えて3年目の総（代）会の終了   

時が、駆る   

と、その遅れた期間任期のある役員を全く欠   

jという組合運営上望ましくない状態が生ず   

ることとな：側室   
と規定することは、できるだけ避ける乍 

あろう。  （注）㈱基   
いて行うことと している組合における役自任   

期の岬   

挙を岬養   

い細刷る。  

（注）3  第12条（注）1を参照のこと。  

（注）4 本項の後任者が就任するまでの間の   

役員は∴勝  

一30－  

削除  

⊥呈とL旦卿」   
注」▼▼会の旦＿l；おし！エ＿現I；重＿丘ヱ＿る桟員埠jト戦   

が終了するときまで」と咽き   

るものである。  

（注）3  第12条（注）1を参照のことp  

削除   



って農務を行うも のである。  

（注）5役員の一部が補充されたが未だ役員  

定数の1佐敷を欠いているという状況におい  

ては．前任者全員の丘務が延長されるという  

鮭釈になるが．本項ただし暮のように規定  削除  

し、退任する役iの含意によりt務延長の暮  

務を負う看を決め．実務上の燻鑓さを回避  

し＿相島の交代手円ラ■に行うものである。  

（役員の兼職禁止）  （役員の兼職禁止）  

第24条 監事は、次の者と兼ねてはならない。  第24集 監事は、次の者と兼ねてはならない。   

（1） 組合の理事又は使用人   （1） 組合の理事又は使用人   法第31条  

（2） 組合の子会社の取締役又は使用人   （2） 組合の子会社の取締役又は使用人   

（役■の責任）   （役■の★任）   

法第30粂の3  
政庁の処分、定敵及び規約♯ぴに絵（代）（慮I会  政庁の処分、定敵．鰻約及び総（代）ほ〉会の決   

旦．迭＿崖を遵守し、この組合のため忠実にその書  塵を遵守し、この組合のため忠実にその書残を   

務を遂行しなければならない．   遂行しなければならない．   

法第31条の3第1項  
し．こ九によって生じた欄書を賠償する書任妄   に欄書を与えた量■合は．・rの理暮又は監暮は＿   

旦j⊥＿  それぞれこの細合に対して連帯して穐書賠償の  

責めに任する．  

法第31条の3第2項  
王■に基づき行われたときは＿ その法王■に曽成し   暮．劃会金処分蔓又は欠損金処理稟及び附正明   

た理暮は．その行為をしたものとみなす∴  細暮に】臣止すぺきt璽な暮】翼につき虚偽のt己血  

をし．又は虚偽の豊t己若しくは公告をしたとき  

♯ぴに監暮が監壬超舎暮に書己止すぺき王事な暮  

項につき■偽の一己脆をしたときであってこのj岨  

舎に嬢書を与えた壇含も一句項と局機とする1た  

だし．理暮又は監暮がその記載．豊た若しくは  

公告をしたことについて注土を貪らなかったこ  

とをt証明したときは．この阻りでない．  

4第2項の書は、総組合員の同意がなけれ  法第31条の3第3項   

ば、免除することができない。  

5㈱＝ま、   

当該役且が瞳務を行う につき善意でかつ壬大な   

過失がないときは．法令で定める嶺を限度とし   

て、榊＝とが   

できる。  6㈱   
貪において次に穂げる事項を開示しなければな   

らない。  瑚川け＝王を   
負う額  
2 ・ のl に し    ることがで 皇＿且   

の醐娘拠  

（3）     すべき理 及吐姐腰  7㈱珪の   
免瞼に限る．）に関する議案を総（代）仁注」会に   

捷‡出するには．各監事の同意を得なければなら   

ない．  

8＋笛5項の決議があった場合において、組合が   

当該決比後に同項の役員に対し退瞳慰労金等を   

与えるときは、榊なけ   

ればならない。  9御又は玉大   
な過失があったときは、当 

って脚   

立  
＝）次の各号に掲げる暑が、当該各号に定める行   

為をしたときも、前項と岬   

七だし、その昔が当該行為をすることlこ∵つし、て   

注意を怠らなかったことを証明したときは、こ   

の阻りでない．  

（1）理事 渉＝：∵掲げる行為  

土 

ドより作成すべきものに記載し、又は妃捜す  

ぺき重要な暮項についての虚偽の記載又は紀  

法第31条の3第4項  

法第31条の3第5項  

法第31条の3第6項  

法第31粂の3第7項  

法第31条の4第1項  

法第31条の4第2項   
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盈  

口 虚偽の畳屋  

ハ 虚偽の公告  （2）監事瑚き  
重抑  

‖㈱す   

る責任を負う蜘亥損   

害を仰いらの者   

蛙ユ連帯債務者とする。  

（注）第12条（注）1を参照のこと。  

法第31条の5  4 監事が、前2卿   

して損害賠償の壬めに任ずべき場合にお い   

て、理事もそ岬   

声及び理事は、これを連帯債務者とする。  

（注） 第12条（注）1を参照のこと。   

法31条の2  （晰等）  第26㈱ 
において、当該岬示   

し、その東認1注＝を嬰けなければならない仁  （1）瀬組合   
と取引をしようとするとき。  （2）牒こことそ   
の他理事以外の者との間において組合と当該理   

事と㈱と   

ま．＿．  （3）灘姐‘含の宇   
美の部類に属する取引を行うとき凸  

乙＿且＿し嗅名＿旦旦＿旦且且＿丘＿ユ＿と＿旦辛は」＿呈＿豊旦引   

後、遅岬を   

理事会に報告しなければならない．＝＝■⊇   

（注）側＝忍l＝当たっ‾⊂1ま、当該理  

事は第3 4条第2項の特別の判事関係を有す  

されるもので   と して喜  

ある。  （注）㈱＝なれ   
た取引が岬ビう力、   

やその理事に忠実義務違反がないかどうかを   

判断し、組合に榊と   

きは、それに対する措置を講じる機会を与え  

るために行われるものである。  

（役員の解任）   （役員の解任）   

法第3 3条  軋旦＿ヱ＿＿星 組合鼻は、総組合員の5分の1＝111以  第2 6条 役員は、組合員（総代）（∫1－の5分の1   

上の連署をもって、役員の解任を請求すること  以上の請求により、任期中でも総（代）＝皿1会に   

ができるものとし、その請求につき総（代）1注l  

7会において出席者の過半数の同意があったとき  

は．その請求に係る符貞は＿・子の晩方集う｛  

2前項の規定による請求は、解任の理由を記載   

した書面をこの組合に提出してしなければなら  した書面をこの組合に提出してしなければなら   

ない。．   ない。   

3 彗鮎は、前項の規定による書面の提出  3 迎貪は、前項の規定による書面の提出が   

があったときは、その請求を総（代）（ユ＝旦旦  あったときは、総（代）」⊥L会の会日の10日前   

三豊に付し、かつ、総（代）⊥£Li会の会日の10  までにその役員にその書面を送付し、かつ、   

日前までにその役員にその書面を送付し、か   総（代）」且⊥会において弁明する機会を与えなけ   

つ、総（代）⊥1」エ会において弁明する機会を与  

えなければならない。  

4第1項の請求があった場合は、理事会は、そ   

の請求があった日から20日以内に臨時給（  

代）（∫1，2会を招集すべきこと本決しなければな  

らない∩なお、理事の敗残を行う暑がないとき  

又理事が正当な理由がないのに総（代）＝1〉ヱ会  

招集の手続をしないときは、監事は、総（代）l  

丑，2会を招集しなければならない∩  

（注）総代を青いている組合にあっては「総  

代」及び「総代会」と、総代を置いていない  

組合にあっては「組合員」及び「総会」と規  

定するものである【  

（注：115分の1を下回る割合を定めること  

姐ヱjjh 
（注：12貰12条（注）1を参照のこと。  

（注）3組合の実情に応じて、「理事長」以   

外の理事の中から定めても差し支えない。  

（役員の報酬）′≡い   （役鼻の報酬）．ユ‥  

－32－   



羞＿乙＿旦＿一条 理事及び監事に対する報酬は、総（  呈＿旦＿ヱ＿＿条 理事及び監事に対する報酬は、総（  会社法第361条、第387  

代）＝l】王会の論決をもって定める。主 条   

おいて＿絵（代）ほ＝会に抜出する滋案は．理  

暮に対する粗酬と監事に対する趨静lを区分して  

衰示しなければならない。  

2監事は、総（代）は＝会において、監事の粗  

壱lについて意見を述べることができる．  

旦羞L⊥眉の報酬の算定方法については、規則を   
もって定める。   って定める。   

（注）1 役且の報酬の顔の決定は、必ずしも  （注）1 役員の報酬の額の決定は、必ずしも個   

個々の役Åごとに総（代）会の雄決を経る必   々の役員ごとに総（代）会の議決を桂る必辛   

要はなく、理事会の醜決を経た規則に基づく   はなく、理事会の議決を経た規則に基づく井   

井出方法により、理事全■分及び監事全員の   出方法により、理事全Å分及び監事全員分の   

報酬のt高限度臓又は総績を、星＿盆＿と＿互井出   報酬のt高限度鎮又は総額を、それぞれまと   

し、総（代）会の雄決を鍾るものである．  塁上書出し、総（代）会の雄決を経るもので  

ある。  

（注）2第12粂（注）1を参照のこと。  （注）2第12条（注）1を参照のこと。   

（代表理暮）  法第30粂の9   

篭29生理暮会は．理暮の由からこの総合を代  

蓋する理暮（以下r代恵理暮lという．）を遵  
宣しなければならない．  

2代表理暮は．細含の義務に通する一切の裁判  

上又は裁判外の行為をする権限を有する．  

（理事長及び書残】王事）l踵＝   （理事長及び■務理事）  

豊丘＿旦＿条 理事は、理事長1人及び書務理事1人  蓋＿旦＿旦＿条 理事は、理事長1人及び専務理事1人   

を理事会において互選する。」＿1Li   を理事会において互選する．」，鮎．．   

（第3 0条 理書は、理事長1人、書残理事1人  （第28条 理事は、理事長1人、書務理事1人   

及び常務理事0人以上○人以内を理事会におい  及び常務理事0人以上0人以内を理事会におい   

て互選する．）⊥凰L．1   て互選する。）   

2 】里事長は、理事会の決定に従ってこの組合の  2 理事長は、理事会の決定に従ってこの組合の   

業務を紐＿塵＿圭＿皇⊥ 業務を処理し、この他合を代毒する．   

3 書務理事は、理事長を補佐してこの組合の業  3 事務理事は、理事長を補佐してこの組合の集   

務を執行し、理事長に事故あるときは、その離  務を執行し、理事長に事故あるときは、その★  

務を代行する．  

4 理事は、理事長及び専務理事に事故があると   

きは、あらかじめ理事会において定めた順序に   

従ってその職務を代行する。   

（注） 組合においては．・それぞれの埋暮が組  

合を代差する権限を有する執行機崩である  

が（民法宅53条）、総合運営の実際の立場  

からすれば＿ その業務執行に続－と秩序を梼  

たせるためには．兼務執行の機関を姐】■化  

し、その暮任体制を定款上明確にする必要が  

あることは当然であるといえよう。  

この業務執行機関の姐I■の内容及び呼称に  

ついては．各組合の規棲及びさ彙内容等の稟  

†竃によって定めるべきであり、 r副理事長」  

制を操ることも＿ 「寺務理暮lのほかに何人  

かの r常務理書」を置く ことも．また「理事  

長」を「組合長」と呼称することも差し支え  

ない。 また、各理事の担当については、理  

事会において定め．組合員に周知することが  

必寧であり．各理手の決裁権阻については、  

決裁規程を定め、暮任体制を明確にするとと  

もに．理事会の重義決を経ておくぺきものであ  

る。なお．「常務理書」を響く組合にあって  

は．常務理暮の人数を総合の規模、事業等に  

応じて具体的に定めた上で．括弧書のように  

規定するものである。また．そのt務につい  

ては．「常務理事は、理書長を欄柑 してこの  

細合の業務の執行を分担し．理事長及び♯残  

理事に事故があるときは＿ あらかじめ理事長  

の定めた順序に従ってその甘務を代行する．  

」というように規定するものである．  

（理事会）  

第29条 理手金は、理事をもって柚離する。  

2 理事会は、組合の業務執行を決し、理事の鶴  
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務を代行する。  

4 理事は、理事長及び専務理事に事故があると   

きは、あらかじめ理事会において定めた順序に   

従ってその職務を代行する。   

（注）1 業務執行機随の組織の内容及び呼称  

ドついては、各軸合の親機及び事業内容等の  

婁情によって定めるぺきである。   

（注）2  王攣壬の決裁1書阻については．決裁規  

程を定め．土庄株制を明確にするとともに、  

理事会の羞■決を経ておくべきものである。   

（注）3 「常務理ヰ」を書く組合にあって  

は、常務理事の人数を組合の規模．書集等に  

応じて皇位的に定めた上で．括弧暮のように  

規定し、職務については、「常務理事は、理  

手長を補佐してこの組合の業務の執行を分担  

し、理手長及び書務理暮に手放があるとき  

は．あらかじめ理事長の定めた膿序に従って  

その汝務を代行する。」というように規定す  

るものである．  

削除  

（理事会）  

第31条 理事会は、理事をもって組織する。  

2 理事会は、組合の業務執行を決し、理事の職  法案3 0条の4   




